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１．地域年金展開事業の概要（1/2）



地域年金展開事業の主な取り組み

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度説明会』や『年金セミ

ナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者からなる『地域年金事業

運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を行うため、
学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体、自治会等に対して事務担当者や従業員向けの年金制度

説明会を実施。
・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポス
ター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校、特別支援学校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
専門学校等での学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の依頼
等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役場や大規模
商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

１．地域年金展開事業の概要（2/2）

《取組内容》
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事業名 実施した事項 課題等

地域連携事業

①企業等における年金制度説明会

→厚生年金保険適用事業所等の協力を得て、企業や管内市区町村への制度説明会に積極

的に取り組みました。特に、Web会議サービス（Microsoft Teams）を活用し、新規に適

用された事業所の事務担当者向け説明会を重点的に取り組みました。

対面７７回（４,４４７人）

Ｗｅｂ会議サービス２８回（７９２人）

②関係機関の広報誌等による周知・啓発

→市区町村の広報誌に年金制度に関する記事を1回掲載いただきました。

③自治会、町内会等を通じての周知・啓発

→地域型年金委員による自治会、町内会におけるチラシ等の配布等による周知を行いました。

「ねんきんネット・マイナポータル」利用勧奨に関するパンフレット（４,５５５枚）

「国民年金保険料の口座振替」のご案内チラシ（１,９５０枚）

「雇用保険の給付を受けると年金が止まります！」チラシ（３,９２０枚）

「わたしと年金エッセイ募集」ポスター・リーフレット（２３５枚）

「年金相談の予約」チラシ、 「ねんきん月間・年金の日」ポスター（２９１枚）

④特別支援学校における年金制度説明会

→特別支援学校等の保護者を対象とした障害年金制度説明会の実施に注力し、対面で

実施しました。

対面：１４校（４４４人）

【今後の方針】

〇今年度の日本年金機構にお

ける年金制度説明会の実施

は、オンラインを中心とした非

対面による取り組みを基本とし

て取り組んでいきます。

〇年金事務所で取り組みに偏り

が出ないよう、地域代表年金

事務所が研修資料の提供を

行います。

２．令和５年度事業実施結果（1/４）

4



2．令和５年度事業実施結果（２/４）
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事業名 実施した事項 課題等

年金セミナー

事業

①教育機関における年金セミナーの実施

→県内の大学、短期大学、専門学校および高等学校等を対象に、対面およびWeb会

議サービス等を用いた非対面で年金セミナーを実施しました。

対面：７０校（3,９６９人）

Web会議サービス（相手先機関）：２４校（３７２人）

→DVDの依頼があった学校（１校）に対し、２枚配布しました。

②年金セミナーの開催拡大に向けた取り組み

→年金セミナーのアプローチ実施状況

管内の大学、短期大学、専門学校、高等学校等を対象に、延べ１４７回実施しま

した。

→地域年金推進員の支援による取り組み

地域年金推進員（県立高等学校関係者のOB等）による勧奨が効果的に実施さ

れるよう、代表年金事務所が定期的にフォローアップし、管内の高等学校を中心に具

体的な勧奨計画を策定し取り組みました。

→Ｗｅｂ会議サービスを活用した非対面型による実施の推進

【今後の方針】

〇実機研修等により、職員の

スキルを向上させ、オンライン

の活用を円滑に行えるように

します。

〇令和６年度の「ねんきん月

間」における取り組みについて

は、各年金事務所で年金セ

ミナーまたは年金制度説明

会を開催する予定です。



事業名 実施した事項 課題等

地域相談事業

年金委員活動

支援事業

①年金委員表彰状伝達式

→事業功績のあった年金委員２６名に表彰状を授与しました。

②年金委員研修会

→情報や知識を共有し、年金委員の活動を支援するため、研修会を開催しました。

（職域型年金委員 実施回数８回 参加者数４３０名）

（地域型年金委員 実施回数５回 参加者数６８名）

【今後の方針】

〇「ねんきん月間」における取り

組みとして、大学に広報活動

の協力を依頼します。

〇他の機関で実施される相談

会等の重要性は変わらない

ため、開催される場合には積

極的に職員を派遣します。

２．令和５年度事業実施結果（３/４）
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①大学における広報活動および納付相談会等

→ねんきん月間である11月に大学２校の２キャンパスにおいて、学生納付特例制度の

周知活動を実施しました。

②出張年金相談

→５月より毎月、年金事務所の職員が横須賀市役所に赴き、出張年金相談を実

施しました。また、11月のねんきん月間に、磯子区役所において年金パネル展と年

金相談を実施しました。



事業名 実施した事項 課題等

年金委員活動
支援事業

③年金委員との連絡会等

→情報を共有し、意見を交換するため、連絡会を開催しました。

年金委員が所属する管内の年金事務所において意見交換会を開催しました。

（職域型年金委員 実施回数0回、参加者数0名）

（地域型年金委員 実施回数４８回、参加者数２９６名）

→全国年金委員研修会（令和５年11月６日～７日）

日本年金機構のテレビ会議システムを利用した本部主催の「全国年金委員研修」を

実施。研修後、各年金事務所で意見交換会を実施しました。

④年金委員数（令和５年度末）

職域型年金委員 ４,１０３名(前年度比 +２７６名）

地域型年金委員 ４７２名(前年度比 +４名）

⑤地域型年金委員向け情報提供誌の発行

地域型年金委員に対して定期的な情報提供を行うため、年4回（4月、7月、10月、

令和6年１月）「年金委員通信」を発行しました。

⑥職域型年金委員向け情報提供誌の発行

職域型年金委員に対して定期的な情報提供を行うため、年4回（6月、9月、12月、

令和6年3月）「担当者のための年金情報」を発行しました。

【今後の方針】

年金事務所と年金委員の結び

つきを強化するため研修会や連

絡会、各種リーフレット等の配布

による情報提供に取り組んでいき

ます。

２．令和５年度事業実施結果（４/４）
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3．各拠点での取組事例等
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〇年金委員表彰状伝達式の実施

令和５年度 年金委員表彰状伝達式を実施し、厚生労働大臣表彰、日本年金機構理事長表彰、日本年金機構
理事表彰の伝達を行いました。

厚生労働大臣表彰 ２名

日本年金機構理事長表彰 ９名

日本年金機構理事表彰 １５名

表彰状伝達式

日時：令和５年１１月２２日
会場：関内ホール 大ホール

※写真の掲載については、ご本人の了承をいただいています。



3．各拠点での取組事例等
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〇年金委員研修会の実施

令和５年度 年金委員表彰状伝達式の後に、以下の年金委員研修会を実施しました。

研修①
テーマ：「年金におけるオンラインサービスの拡充について」
講 師： 相模原年金事務所

厚生年金適用調査課長 近江 智章

研修②
テーマ：「サイバー空間の現状と対策」
講 師： 神奈川県警察サイバーセキュリティ対策本部

企画担当管理官 大和 弘路 様

年金委員研修会

日時：令和５年１１月２２日
会場：関内ホール 大ホール
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４．お客様のご要望に応じた地域年金展開事業の取り組み

◯令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、対面型（訪問）と非対面型（オンライン）を併用

して取り組んでまいりました。

②非対面型（オンライン）

【日本年金機構のWeb会議ツールを使用する場合】

【学校や企業のWeb会議ツールを使用する場合】

機構職員

機構職員

①対面型（訪問）

スクリーン

プロジェクター機構職員

③動画提供型

【日本年金機構で作成した動画を提供】



５．前回の会議で出た意見および課題への対応
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日付 事業名 意見・提案事項 対応状況

令和５年6月２３日

第1１回
地域年金事業
運営調整会議

3.年金セミナー
事業

・「わたしと年金」エッセイ応募について、賞状等の授与だけでは
応募者のメリットとしては弱い。メリットの側面からアプローチす
るのでなく、（予算等の関係で難しいかも知れないが）例え
ば受賞作品にナレーションやアニメーションをつけて年金セミ
ナー等で紹介し、年金を身近なものとして意識を持ってもらう
方が応募も増えるのではないか。

日本年金機構本部関係部
署へ引き続き要求してまいり
ます。
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６．令和６年度の事業計画（案）（１/４）

【取組方針】

◯地域年金展開事業は、地域、教育、企業の中での年金制度に対する理解をより深め、制度加入や保険料納付に結び

付けるために取り組んでいます。

◯年金セミナー等について、オンラインを中心とした非対面を基本として取り組んでいきます。 ただし、相手先機関の要請に応じ

て対面で実施します。
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６．令和6年度の事業計画（案）（２/４）

事業名 取組方針 具体的な活動

市区町村、自治
会、事業所、関

係機関・団体等
を対象とした
取り組み

正しい年金制度の知識や手続きを周知する
ことは、無年金者や低年金者対策としても
有効なことから、市区町村、自治会、事業
所および関係機関や関係団体等と連携し、
幅広く制度周知する機会を活用し年金制
度の普及に努めていきます。

チラシ・ポスター等の配布
⇒年金制度や年金制度改革等に関するチラシやリーフレット等の配布、設置

等について、年金委員と連携を図りながら進めていきます。

年金制度説明会の実施

⇒適正な届出の励行に向け、事業所担当者に対する制度・事務手続説明

会の充実を図ります。とりわけ、以下の内容をテーマとした実施を推進します。

① 事業所調査時に指摘の多い事項に関する説明会

② 短時間労働者適用拡大に関する説明会

③ 育児休業等期間中の社会保険料免除要件の見直し

④ オンライン事業所年金情報サービスに関する説明会

⑤ 算定事務講習会

⇒開催にあたっては、相手先機関の要望を踏まえ、WEB会議サービスを活用
した非対面型の年金制度説明会の実施に取り組みます。

⇒11月の年金月間には、各年金事務所において、年金制度説明会（また
は年金セミナー）を複数回実施します。

出張年金相談会等の開催
⇒行政評価事務所等の関係機関等から講師派遣の依頼があった場合は、

積極的に講師派遣に協力します。

地域年金事業
運営調整会議
の開催

地域年金展開事業の実施結果や事業計画
を報告し、効率的かつ効果的な事業運営を
行うため地域の有識者より意見・助言を伺い
ます。

令和６年７月２９日 開催
⇒会議でいただいたご意見・ご助言を踏まえて、当該年度の事業運営を実施

していきます。
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事業名 取組内容 具体的な活動

年金委員を
対象とした
取り組み

(1）年金委員に定期的、継続的な
支援活動を実施します。

①年金委員への情報提供
⇒職域型年金委員が円滑に活動することができるよう、年金に関する情報や職域

型年金委員に協力をお願いしたい内容等を定期的にお知らせする情報誌を発

行します。（年4回）

⇒新たに地域型年金委員となった方が円滑に活動することが可能となるよう、委嘱

時に「地域型年金委員活動の手引き」を配付します。

⇒引き続き、地域型年金委員が円滑に活動することができるよう、年金に関する情

報や地域型年金委員に協力をお願いしたい内容等を定期的にお知らせする情

報誌を発行します。（年4回）

②地域型年金委員地区連絡会および研修会の開催
⇒地域型年金委員と連携を強化するため、各年金事務所にて地区連絡会および
研修会を行います。

③職域型年金委員研修会の開催
⇒職域型年金委員と連携を強化するため、各年金事務所にて研修会を行います。

④表彰状伝達式の開催
⇒顕著な功績が認められる年金委員を推薦し、表彰状伝達式を開催します。

令和６年度開催予定：１１月２２日（金） 関内ホール 大ホール

(2) 年金委員制度を広 く周知し
委嘱拡大に関する取り組みを実
施する。

①退職時に後任者推薦の協力を要請
⇒現任の事業所従業員の退職や人事異動によって、職域型年金委員が大きく減
少することのないよう、引き続き退任される職域型年金委員に対して、後任者推
薦について協力を要請します。

②年金委員未設置事業所への勧奨
⇒職域型年金委員の委嘱拡大を図るため、現在、年金委員が設置されていない事
業所へ文書等により委嘱勧奨を行います。

６．令和6年度の事業計画（案）（３/４）
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６．令和6年度の事業計画（案）（４/４）

事業名 取組内容 具体的な活動

教育機関を
対象とした
取り組み

国民年金保険料の納付率向上や将来の年
金権の確保のため、地域年金展開事業の中
核として、年金に加入して間もない、もしくはこ
れから年金に加入する若い世代に対し教育
機関と連携して年金セミナーを実施していきま
す。

高校、大学、短大、特別支援学校、専門学校等における年金
セミナーの実施
⇒昨年度に開催実績のある学校については、今年度も確実に開催できる

よう依頼します。

⇒WEB会議サービスを活用した非対面型の年金セミナーを推進します。

⇒特別支援学校等については、保護者や教職員向けの年金セミナーの実

施についても積極的に取り組みます。

⇒教職員ＯＢである地域年金推進員との意見交換会を行い、アプローチ

や開催方法について助言を受け、効率的なアプローチ等を進めます

令和6年度「わたしと年金」エッセイ募集に係る協力依頼
⇒県教育委員会等を通じて、公立高校・中学校、特別支援学校ならびに

私立高校・中学校へポスターを納品。

地域年金推進員への活動支援
⇒管理年金事務所・都道府県代表年金事務所にて、活動状況の把握
のため、定期的に推進員と連絡を行い、活動をフォローアップします。


